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川崎市福祉のまちづくり条例及び同条例施行規則の一部改正に伴うパブリックコメント等の実施結果について 
１ 概要 

川崎市では、全ての市民が住み慣れた地域社会において、安心して快適な生活を営み、積極的に社会参加を行いながら心豊かな生活を送ることのでき

るよう、「川崎市福祉のまちづくり条例」（以下「条例」という。）を定めています。また、条例の施行に関し必要な事項を定めることを目的として、「川

崎市福祉のまちづくり条例施行規則」（以下「施行規則」という。） を定めています。 

条例及び施行規則では、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令」（以下「政令」という。）に基づく建築物移動等円滑化基準

（以下「バリアフリー基準」という。）より高い水準の基準を定めています。 

この度、政令の一部改正により、車椅子使用者が円滑に利用することができる便房の設置数等に関する基準が強化され、条例及び施行規則の基準を上

回る箇所が生じたため、政令の一部改正に伴い、条例及び施行規則の一部を改正することについて、市民の皆様からの御意見を募集しました。 

その結果、３通（意見総数１６件）の御意見をいただきましたので、御意見の内容とそれに対する市の考え方を次のとおり公表いたします。 

 
２ 意見募集の概要 
 

題名 川崎市福祉のまちづくり条例及び同条例施行規則の一部改正(案)への意見募集について 

意見の募集期間 令和６年１１月２６日(火) から 令和６年１２月２５日(水)まで 

意見の提出方法 電子メール（専用フォーム）、郵送、持参、ＦＡＸ 

意見の周知方法 ・川崎市ホームページ 

・各区役所市政資料コーナー 

・かわさき情報プラザ（川崎市役所本庁舎２階） 

・市政だより 

・まちづくり局指導部建築管理課（川崎市役所本庁舎１８階） 

結果の公表方法 ・川崎市ホームページ 

・各区役所市政資料コーナー 

・かわさき情報プラザ（川崎市役所本庁舎２階） 

・まちづくり局指導部建築管理課（川崎市役所本庁舎１８階） 
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資料１



 

３ 結果の概要 
 

意見提出数（意見総数） ３通（１６件） 

電子メール ３通（１６件） 

ファクス ０通（０件） 

郵送 ０通（０件） 

持参 ０通（０件） 
 

４ 案に関するパブリックコメントの実施結果 

（１）実施結果 

  ア 実施期間：令和６年１１月２６日（火）～令和６年１２月２５日（水）【３０日間】 

  イ 意見総数：３通 １６件 

  ウ 意見の対応区分： 

 項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

１ 条例及び施行規則全般について    ３ １ ４ 

２ 整備基準の見直しについて  １ ８ １  １０ 

３ その他     ２ ２ 

 合計  １ ８ ４ ３ １６ 

【対応区分】 A：意見を踏まえ反映したもの B：意見の趣旨が案に沿ったもの C：今後の参考とするもの D：案に対する質問・要望で案の内容を説明するもの E：その他 
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（２）主な意見と本市の対応 

  ア 主な意見 

    条例及び施行規則全般に関する意見や、各整備基準への質疑及び意見などが寄せられました。 

イ 本市の対応 

  いただいた御意見につきましては、今後予定している「川崎市福祉のまちづくり条例整備マニュアル」（以下「整備マニュアル」という。）の改定等

の参考とさせていただくこととし、条例及び施行規則については当初お示しした内容に沿って改正に向けた手続きを進めていきます。 

 

１ 条例及び施行規則全般について（４件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

１ 国と同様の改正ではなく、条例でさらに障害者や高齢者に手

厚い内容にしてもよいと思う。国の改正以外の部分の条例につ

いては、今回や今後も改正しないのか。社会情勢はすごいスピ

ードで変化しており、それに対応できているのか確認が必要。 

今回の条例及び施行規則の改正は、遅滞なく政令改正に対応す

るために改正するものです。 

なお、本市の条例及び施行規則については、規制対象建築物の

拡大や規制項目の追加により、全体として高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（以下「バリアフリー法」とい

う。）より厳しい基準となっております。 

また、条例及び施行規則の改正による基準の強化につきまして

は、建築主等に負担を強いることとなることから、バリアフリー

化に関する基準の必要性を慎重に検討する必要があり、社会情勢

やバリアフリー基準をめぐる動向等を注視しながら適切に確認

し、対応してまいります。 

Ｄ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

２ 民間施設へどのように広げていくのか。 

広報を積極的にしないと認識されないと思う。 

民間施設を含め市内で一定規模の建物を建てる際には建築確認

申請や条例の届出が必要になることから、その時点で建物所有者

等の方々には認識が図られるものと考えております。また、市ホ

ームページや窓口等で御案内することにより、一般の方々へ広く

の周知を行っているところではございますが、今回改正した内容

につきましても、市ホームページや窓口等での周知に加え、業界

団体等を通じて設計者へ周知するなど広報を積極的に行ってまい

ります。 

Ｅ 

３ 条例に違反した場合の罰則はあるのか。罰則がないと設置が

進まないと思う。 

バリアフリー法に基づく規定に違反している場合は、バリアフ

リー法に基づき、是正するよう命令を行い、これに従わない場合

は罰則の規定が適用されます。また、バリアフリー法に基づかな

い条例上の規定に違反している場合について、条例において罰則

は設けておりませんが、事前協議や検査の際に、基準適合に向け

た技術指導や誘導を引き続き行ってまいります。 

Ｄ 

４ 既存不適格の建築物に関する対応は。 既存不適格の建築物につきましては、基準適合義務はございま

せんが、増築等の機会を捉えて、基準への適合が図られるよう、

引き続き技術指導や誘導を行ってまいります。 
Ｄ 
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２ 整備基準の見直しについて（１０件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

５ 車椅子使用者用駐車施設について、車椅子で移動する障害

児者は、体格が大きくなると車椅子ごと自動車後部から乗車

する必要があることから後部に空間のある駐車スペースを最

低２箇所、設けるようにしてほしい。 

車椅子使用者用駐車施設の設置台数につきまして、これまで

は建築物に１箇所以上設けるという基準でしたが、今回の政令

改正により、駐車台数に応じて定められた数以上設置しなけれ

ばならないとされたことから、これまで以上に設置が進むもの

と考えております。 

駐車スぺースの後部空間につきましては、整備マニュアルの

駐車場の整備例の中で、奥行きと後部の乗降スペースに配慮す

るようお示ししており、今後もバリアフリー基準をめぐる動向

等を注視し、いただいた御意見の趣旨を踏まえ、適切な基準等

の整備に向けて引き続き検討を行うとともに、設置に向けた誘

導を行ってまいります。 

Ｄ 

６‐１ 市の公共施設・商業施設・娯楽施設（多くの人が集まる・

利用する）等に車椅子使用者に対応できる便所が設置できる

よう整備マニュアルの基準を次のことに配慮して改正し、障

害児者がより安心して外出できるようにしてほしい。 

（１）車椅子使用者用便房の大きさについて２００ｃｍ以上

×３００ｃｍ以上とする。 

 

 

整備マニュアルにつきましては、条例及び施行規則に定める

整備基準、望ましい水準等をわかりやすく解説しているもので

ございます。 

いただいた御意見は、今後予定している整備マニュアルの改

定に係る検討において参考とさせていただきます。 

車椅子使用者用便房の幅及び奥行きについては、施行規則に

おいて、「それぞれ２００ｃｍ以上とすること。」としている

ところでございますが、今後もバリアフリー基準をめぐる動向

等を注視し、いただいた御意見の趣旨を踏まえ適切な基準等の

整備に向けて引き続き検討を行ってまいります。 

Ｃ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

６‐２ （２）車椅子使用者用便房の大きさについて車椅子使用者が

余裕をもって転回できるよう、径１５０ｃｍ以上の内接円以

上となっているところを径２００ｃｍ以上とする。 

 

 車椅子使用者用便房の大きさについては、整備マニュアルに

床面積２，０００㎡以上の建築物の場合、車椅子使用者が 

３６０度回転できるスペースとして、径１８０ｃｍ以上の円が

内接できるスペースを確保することが標準であるとお示しして

いるところでございます。 

 今後もバリアフリー基準をめぐる動向等を注視し、いただい

た御意見の趣旨を踏まえ適切な基準等の整備に向けて引き続き

検討を行ってまいります。 

Ｃ 

６‐３ （３）車椅子使用者用便房に設置するベッドは介護（大人）

用ベッド(幅６０～９０ｃｍ×１６０ｃｍ～１８０ｃｍ)とす

る。衛生面からベッドに頭部側を示す印をつける。 

 

介助用大型ベッドの設置につきましては、整備マニュアルに

おいて望ましい水準として位置付けており、事前協議の際に、

技術指導や誘導を行っておりますが、今後もバリアフリー基準

をめぐる動向等を注視し、関係団体や施設管理者等へ丁寧に意

見聴取を行いながら、介助用大型ベッドについて検討を進めて

まいります。 

Ｃ 

６‐４ （４）車椅子の方の手洗いに取り付ける鏡に角度をつける。 

 

車椅子使用者用便房の洗面器に設置する鏡に傾斜をつけるこ

とつきましては、国土交通省作成の「高齢者、障害者等の円滑

な移動等に配慮した建築設計標準」において、「傾斜式鏡は主

に車椅子使用者を想定して開発されたものであるが、近年車椅

子使用者の座高が多様化し使用しにくい。洗面所の鏡は傾け

ず、設置高さを下げることでだれにでも利用できるようにす

る。」と記載されており、本市としても参考にしております。 

また、整備マニュアルにおいて、「鏡は、洗面器上端部にで

きる限り近い位置を下端とし、上端は洗面器から１００ｃｍ以

上の高さとする。」ことを望ましい水準として記載していると

ころであり、今後も望ましい水準への適合が図られるよう、引

き続き技術指導や誘導を行ってまいります。 

Ｃ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

６‐５ （５）洗面の高さが少し高いので、車椅子目線に合わせる。 

 

車椅子使用者用便房に設ける洗面器につきましては、施行規

則において、「高齢者、障害者等が円滑に利用できる構造の洗

面器を設けること」としており、洗面器の下部に車椅子使用者

の膝が入るスペースを確保するため、整備マニュアルにおい

て、車椅子使用者が利用しやすい洗面器は洗面器下端が 

６５ｃｍ程度であることをお示しているところでございます。 

今後もバリアフリー基準をめぐる動向等を注視し、いただい

た御意見の趣旨を踏まえ適切な基準等の整備に向けて引き続き

検討を行ってまいります。 

Ｃ 

６‐６ （６）車椅子使用者用便房の扉の手前に排水溝を設ける。 

 

車椅子使用者用便房に設ける出入口の戸の構造につきまして

は、整備基準の解説として、原則として引き戸とすること、段

差のある敷居や溝は設けないこと等とお示ししており、排水溝

の設置については記載がございませんが、今後もバリアフリー

基準をめぐる動向等を注視し、いただいた御意見の趣旨を踏ま

え適切な基準等の整備に向けて引き続き検討を行ってまいりま

す。 

Ｃ 

６‐７ （７）車椅子使用者用便房に体格の大きな利用者がベッドか

ら便座への移動をスムーズにするための介護用リフト付きベ

ッドを設ける。 

 

車椅子使用者用便房への介護用リフトの設置につきまして、

現在製品化されている介護用リフトは、施設管理者の適切な管

理のもと、訓練を積んだ介助者が操作することを前提とした福

祉用具であり、不特定多数の方が利用される施設のトイレに設

置することは、安全性の確保の観点から困難ではございます

が、今後も引き続き関係局区で連携し、福祉製品の開発動向等

を注視してまいります。 

Ｃ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

６‐８ （８）「ベビーカーと一緒に入れるトイレ」を設置する。 乳幼児を同伴する者が利用するトイレの設置につきまして

は、整備マニュアルにおいて、「ベビーカーと共に入ることが

可能なゆとりのある広さとする。」ことを望ましい水準として

記載しているところでございますが、今後もバリアフリー基準

をめぐる動向等を注視し、いただいた御意見の趣旨を踏まえ適

切な基準等の整備に向けて引き続き検討を行ってまいります。 

Ｃ 

７ トイレの数について、ホールや会議室など一斉に多数の障

害者や高齢者が利用する可能性のある施設などは、施設の広

さのみでトイレの数を決めるのではなく、施設の用途も考慮

して決めてほしい。 

バリアフリー法ではバリアフリー化が特に必要な用途を規定

し、その用途に供する２，０００㎡以上の建築物について、バ

リアフリー基準に適合させなければならないとされております

が、本市では、バリアフリー法に基づく委任規定において、集

会場の基準適合義務の対象規模を５００㎡以上にするなど、基

準に適合させなければならない建築物について、施設の用途を

考慮した上で対象規模の引き下げを行っているところでござい

ます。 

地方自治法に基づく自主規定につきましても、施設の用途ご

とに基準適合義務の対象となる面積を規定しているところでご

ざいます。 

引き続き、「便所・便房の設計においては、施設用途や規模

のほか、多様な利用者を十分に想定し、必要な設備、便房数、

面積等」の検討や確保が重要であることを記載している国の建

築設計標準及び整備マニュアルについて、周知を行うなど、施

設利用者や用途に応じたバリアフリー化を誘導してまいりま

す。 

Ｂ 
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３ その他（２件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

８ 整備された富士見公園の３箇所の便所の何処にもベッドが設

置されていない。重度障害児者は、安心して公園を散策、遊戯

できない。いずれか１箇所を改修していただきたい。 

便所を新設、改築する際、必ず設計段階から当事者団体の意

見を聞き、進めるようにしてほしい。 

 

富士見公園における介助用大型ベッドの設置につきましては、

今後パークセンター内の車椅子使用者用便房内に設置することを

検討しております。また、介助用大型ベッドを設置するまでの期

間については、代替措置として、救護室のベッドの利用を考えて

おります。 

 不特定かつ多数の者が利用する公共施設等の便所を整備する際

は、設計段階から、必要に応じて当事者団体等の御意見をお伺い

しながら検討するよう、施設管理者等に周知してまいります。 

Ｅ 

９ 旧労働会館が改修されているが、１階に介護用ベッドを備え

た「多目的トイレ」、「ベビーカーと一緒に入れる個室トイレ」

を設けてほしい。 

労働会館の改修につきましては、ベビーカーと共に入ることが

できる大きさを有する、介助用大型ベッドを備えた車椅子使用者

用便房（多目的トイレ）を１階に２箇所、２階から５階に各１箇

所整備する計画となっております。 

Ｅ 
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参考 「川崎市バリアフリーまちづくり連絡調整会議」での意見 

本市では、バリアフリーのまちづくりの推進や福祉のまちづくり条例等に関することについて協議を行う場として、学識者・障害者団体の代表等で構

成される「川崎市バリアフリーまちづくり連絡調整会議」を設置しております。 

今回の条例及び施行規則の一部改正について連絡調整会議において説明し、御意見をいただきましたので、御意見の内容とそれに対する市の考え方を

次のとおり公表いたします。 

 

（１）概要 

  ア 実施日：令和６年１１月２６日（火） 

  イ 意見総数：８件 

  ウ 意見の対応区分： 

 項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

１ 条例及び施行規則全般について    ２  ２ 

２ 整備基準の見直しについて  ２    ２ 

３ その他     ４ ４ 

 合計  ２  ２ ４ ８ 

【対応区分】 A：意見を踏まえ反映したもの B：意見の趣旨が案に沿ったもの C：今後の参考とするもの D：案に対する質問・要望で案の内容を説明するもの E：その他 
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（２）主な意見と本市の対応 

  １ 条例及び施行規則全般について（２件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

１ 特定建築物のうち、市の条例で特別特定建築物としているも

のとしていないものとがあるがなぜか。 

バリアフリー法では施設のバリアフリー化を促進する必要があ

るものとして、物販店や飲食店など不特定多数の者が利用するも

のなどを特別特定建築物として定めております。条例では、公共

性が高いものとして学校、社会福祉施設、運動施設を特別特定建

築物として追加するとともに、高齢化社会の到来などにより高齢

者、障害者等の利用に配慮した住宅ストックの形成を図るため共

同住宅を追加しています。 

Ｄ 

２ 条例施行が６月になっている理由は。 今回の条例及び施行規則の改正は、政令改正に対応するための

改正であり、政令改正の施行日が令和７年６月１日であるため、

政令と同様の施行日としています。 
Ｄ 

 

２ 整備基準の見直しについて（２件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

３ 原則、各階に１箇所以上の不特定多数利用便所の床の表面を

滑りにくい材料で仕上げること、原則、各階に１箇所以上の車

椅子使用者用便房及び便所の出入口の幅を８０ｃｍ以上とする

ことという基準となっているが、整備する際には、任意で整備

したものも含めて、それらの基準が適用されるよう条例を改正

するべき。 

条例では、不特定多数利用便所の床の表面を滑りにくい材料で

仕上げることや車椅子使用者用便房及び便所の出入口の幅を規定

しておりますが、任意で設置した不特定多数利用便所、車椅子使

用者用便房についても、本市が既に定めている出入口の幅等に関

する基準が適用されるよう条例の改正を行うものです。 

Ｂ 

４ 政令と同様に条例についても、各階の床面積が 

１０，０００㎡以上の大規模階の場合には、各階１箇所以上で

はなく、設置を求めるトイレの数を増やすべき。 

条例及び施行規則につきましても、政令と同様に、 

１０，０００㎡を超える大規模階等の場合には、各階１箇所以上

ではなく、面積の区分に応じて定められた数以上の便所及び便房

について、基準が適用されるよう改正を行うものです。 

Ｂ 
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３ その他（４件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

５ 車椅子使用者用駐車施設の台数が増えるのはよいが、一般の

方が車椅子使用者駐車施設に駐車してしまうという課題がある

ため、対応をしてほしい。 

１１月１日から神奈川県でパーキングパーミットが開始され

たが、川崎市の対応状況は。 

本市でも、駐車区画の適正利用が行われるよう「かながわ障害

者等用駐車区画利用証制度実施要綱」に基づき、障害のある方等

の移動に配慮が必要な方に対し、利用証の発行を行うとともに、

市ホームページにおいて駐車区画の適正利用に関する制度の周知

等を行っているところでございます。 

Ｅ 

６ 中原区の総合自治会館の駐車場には、車椅子使用者用駐車施

設が 1 台分しかない。１つの建物に対する駐車場の基準という

ことだと思うが、複合施設や、他の施設の利用者がいる場合で

も同じ考えなのか。複合施設の場合は、車椅子使用者用駐車施

設を増やしてほしい。 

バリアフリー法や条例では、今回の改正により、車椅子使用者

用駐車施設の設置台数は、駐車場全体の台数に係数を乗じた台数

の設置を求めることとなります。複合施設としての設置数の規定

はございませんが、複合施設の場合は、基準適合義務のある施設

ごとの駐車台数を合算した値を基に必要設置台数を算定すること

となります。 

車椅子使用者用駐車施設の設置台数につきまして、これまでは

建築物に１箇所以上設けるという基準でございましたが、今回の

政令改正により、駐車台数に応じて定められた数以上設置しなけ

ればならないとされたことから、複合施設も含めこれまで以上に

設置が進むものと考えております。 

Ｅ 

７ 総合自治会館で福祉イベントをする際には、優先的に障害者

対応の駐車場を使用できるなどの制度もあった方がいい。 

イベント等を実施する際に「駐車場スペースがないから参加

を諦める」という声が聞こえてくるのは残念。 

川崎市総合自治会館は民間の建築物の一部分を区分所有してい

るものであり、障害者対応の駐車場につきましては共用部として

当該建築物全体で管理されておりますことから、特定の区分所有

部分の利用者において優先的に利用できるようにすることは難し

いものと考えておりますが、いただいた御意見について、当該管

理会社に対して、情報共有をさせていただき、協議をしてまいり

ます。 

Ｅ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

８ 介助用大型ベッドをよく使う駅などに設置して欲しい。とて

も困っている。 

介助用大型ベッドの設置につきましては、法令上設置の義務付

けがなく、条例及び施行規則においても義務付けてはおりません

が、整備マニュアルにおいて望ましい水準として位置付けてお

り、事前協議の際に、技術指導や誘導を行っております。今後も

バリアフリー基準をめぐる動向等を注視し、鉄道事業者も含め、

関係団体や施設管理者等へ丁寧に意見聴取を行いながら、介助用

大型ベッドについて検討を進めてまいります。 

Ｅ 
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説明内容
１ パブリックコメントの実施の概要
２ 条例及び施行規則の概要
３ バリアフリー法施行令の改正内容
４ 条例の改正（案）の内容
５ 施行規則の改正（案）の内容
６ 今後のスケジュール

川崎市福祉のまちづくり条例及び同条例施行規則の
一部改正に伴うパブリックコメントの実施について

15

資料２



１ パブリックコメントの実施の概要
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１ パブリックコメントの実施の概要

川崎市では、全ての市民が住み慣れた地域社会において、安心して快適な生活を営み、
積極的に社会参加を行いながら心豊かな生活を送ることのできるよう、川崎市福祉のま
ちづくり条例（以下「条例」という。）を定めています。
また、条例の施行に関し必要な事項を定めることを目的として、川崎市福祉のまちづ

くり条例施行規則（以下「施行規則」という。） を定めています。
条例及び施行規則では、バリアフリー法※1施行令（以下「政令」という。）に基づく

バリアフリー基準※2より高い水準の基準を定めています。
この度、政令の一部改正により、車椅子使用者用便房※３の設置数等に関する基準が

強化され、条例及び施行規則の基準を上回る箇所が生じました。政令の一部改正の施行
のタイミングに合わせ、車椅子使用者用便房の設置数等に関する条例及び施行規則の基
準を、政令の基準に合わせるために強化する改正を行うことから、パブリックコメント
を実施します。
※１正式名称は「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」
※２正式名称は「建築物移動等円滑化基準」
※３車椅子使用者が円滑に利用することができる便房

17



（１） 条例及び施行規則の規定について
（２） 委任規定について

２ 条例及び施行規則の概要
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条例では 、公共性の高い建築物において最低限必要な整備基準等を、建築確認申請での審査が必要となるバ
リアフリー法に基づく委任規定として定め、実効性を担保しています。また、条例及び施行規則では、基準適合
命令等の強制力はありませんが、地方自治法に基づく自主規定として、政令に基づくバリアフリー基準より高い
水準を定め、事前協議により、きめ細やかな指導をするなど、地域の特性や施設用途、規模、利用者の特性を十
分に把握しながら実情に合った柔軟な整備を進めていく制度を整えています。

公共交通機関 公園

路外駐車場 道路

バリアフリー法の委任規定による施設の整備
(建築確認申請で審査)

自主規定による施設の整備

＜自主規定＞きめ細やかな指導・誘導

建築物

川崎市福祉のまちづくり条例及び同条例施行規則

２ 条例及び施行規則の概要
（１） 条例及び施行規則の規定について

＜委任規定＞実効性の担保

建築物

【条例及び施行規則の規定】
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バリアフリー法では、特別特定建築物※１について2,000㎡以上の建築をするときは、バリアフリー基準※２に
適合させなければならないとされています。
また、地方公共団体はバリアフリー法の基準に特別特定建築物の追加や対象規模の引き下げ、バリアフリー基

準に必要な事項の追加などを条例※３で定めることができるとされており、川崎市ではこれに基づき条例で委任
規定を定め、特別特定建築物の追加等を行っています。

〜川崎市の場合〜
○特別特定建築物の追加（条例第25条）→8ページ
・学校、共同住宅、社会福祉施設、運動施設
○対象規模の引き下げ（条例第26条）→9ページ
・0㎡以上/500㎡以上/1,000㎡以上
○バリアフリー基準への追加（条例第27条）→10ページ
・階段
・便所

・移動等円滑化経路

２ 条例及び施行規則の概要
（２） 委任規定について

【バリアフリー法に基づく委任規定】

※１特別特定建築物：不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する建築物
※２バリアフリー基準（建築物移動等円滑化基準）：高齢者、障害者等の移動上又は施設の利用上の利便性及び

安全性の向上に必要な出入口、廊下、階段等の施設の構造及び配置に関する基準
※３ここでいう「条例」は、福祉のまちづくり条例のことではなく、地方自治法に基づく条例全般のことを指す。
※４この図でいう「条例」は、福祉のまちづくり条例のことではなく、地方自治法に基づく条例全般のことを指す。

日本建築行政会議「バリアフリー法逐条解説（建築物） 2021 年版」を一部編集して使用※4

現行の規定

2,000㎡以上
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２ 条例及び施行規則の概要
（２） 委任規定について

現行の規定

【川崎市において追加している特別特定建築物】
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バリアフリー基準への適合義務付けの対象用途
対象規模（床面積の合計）

新築 増築等の部分

・学校
・病院、診療所（患者の入院施設があるもの）
・保健所、税務署、官公署等
・老人ホーム、福祉ホーム、老人福祉センター、

保育所等の社会福祉施設
・博物館、美術館又は図書館
・車両の停車場等

0㎡以上
(法令では2,000㎡以上)

2,000㎡以上
(法令のとおり)

・診療所（上記以外のもの）
・集会場又は公会堂
・百貨店、マーケット等の物品販売店舗
・公衆浴場
・飲食店
・理髪店、銀行等のサービス店舗

500㎡以上
(法令では2,000㎡以上)

・劇場、観覧場、映画館又は演芸場
・展示場
・ホテル又は旅館
・体育館、ボーリング場等の運動施設又は遊技場

1,000㎡以上
(法令では2,000㎡以上)

・共同住宅
・自動車の停留又は駐車施設
（一般の交通の用に供されるもの）
・公衆便所、公共用歩廊

2,000㎡以上
（公衆便所は50㎡以上）

(法令のとおり)

【川崎市における対象規模の引き下げ】

２ 条例及び施行規則の概要
（２） 委任規定について

現行の規定
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条例第４章の委任規定で定める主な基準
階段 幅員 幅は130㎝以上（共同住宅を除く。）

手すり設置 手すりを設置（踊場を含む。）
回り階段 主たる階段は、回り階段禁止

便所 床表面仕上 床の表面は滑りにくい仕上げ
車椅子便所と便房の出入口の幅 幅は80㎝以上

移動等
円滑化
経路

出入口 外部出入口の幅は90㎝以上
廊下等 廊下等の幅は140㎝以上（共同住宅を除く。）
傾斜路 傾斜路の幅は140㎝以上（共同住宅を除く。）

敷地内の通路
敷地内通路の幅は140㎝以上
傾斜路の幅は140㎝以上

【川崎市において追加しているバリアフリー基準】

２ 条例及び施行規則の概要
（２） 委任規定について

現行の規定
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（１） 背景
（２） 便所に係る基準の見直し
（３） 駐車場に係る基準の見直し
（４） 劇場等の客席に係る基準の創設

３ バリアフリー法施行令の改正内容

国の改正内容
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３ バリアフリー法施行令の改正内容
（１） 背景

特別特定建築物を建築する際に適合させなければならないバ

リアフリー基準について、今般、「トイレ」、「駐車場」及び
「劇場等の客席」のバリアフリー化に対する社会的要請が高
まっていることを踏まえ、これらのバリアフリー基準について、
見直し等が行われました。

（令和６年６月２１日公布、令和７年６月１日施行）

国の改正内容
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３ バリアフリー法施行令の改正内容
（２） 便所に係る基準の見直し

不特定多数利用便所※を設ける場合には、車椅子使用者用便房を建築物に１箇所以上設けなけ
ればならないとされていましたが、原則、各階に１箇所以上設けなければならないとする改正
等が行われました。

 ○原則、不特定多数利用便所を各階に１箇所
以上設ける。

○原則、車椅子使用者用便房を各階に１箇所
以上設ける。

※小規模階（1,000㎡未満の階）における設置数の低減や
大規模階（10,000㎡超えの階）における設置数の増加
については告示で規定

改正後改正前
○車椅子使用者用便房を建築物に１箇所以上
設ける。

※不特定かつ多数の者又は高齢者、障害者等が利用する便所
※便房：便器のある間仕切りで仕切られたブース

国の改正内容

：便房
：便所
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【「小規模階を有する建築物」への適用イメージ】

３ バリアフリー法施行令の改正内容
（２） 便所に係る基準の見直し

・階の面積が1,000㎡未満の建築物の場合、それらの階の面積を合計した値に1/1,000を乗じて得た数
（端数切捨て）以上の車椅子使用者用便房を設ける。

出典：国交省HP「建築物のバリアフリー基準の見直しに関する検討ＷＧ報告」(R6.3.29)

■小規模階における設置数の低減（告示で規定）

国の改正内容
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３ バリアフリー法施行令の改正内容
（２） 便所に係る基準の見直し

【「大規模階を有する建築物」への適用イメージ】

出典：国交省HP「建築物のバリアフリー基準の見直しに関する検討ＷＧ報告」(R6.3.29)

■大規模階における設置数の増加（告示で規定）

・階の面積が10,000㎡を超え、40,000㎡以下の建築物の場合、各階に２箇所以上の車椅子使用者用便房を
設ける。

・階の面積が40,000㎡を超える建築物の場合、階の面積に1/20,000を乗じて得た数（端数切り上げ）以上
の車椅子使用者用便房を各階に設ける。

国の改正内容
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３ バリアフリー法施行令の改正内容
（３） 駐車場に係る基準の見直し

不特定かつ多数の者又は高齢者、障害者等が利用する駐車場を設ける場合には、車椅子使
用者用駐車施設を１台以上設けなければならないとされていましたが、駐車場に設ける駐車
台数の区分に応じて定められた数以上設けなければならないとする改正が行われました。

改正前
○１台以上設ける。 ○200台以下の場合、２％以上設ける。

○201台以上の場合、１％＋２台以上設ける。

改正後 

義務基準
駐車
台数

車椅子
使用者用
駐車施設

義務基準

駐車
台数

車椅子
使用者用
駐車施設

国の改正内容
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３ バリアフリー法施行令の改正内容
（４） 劇場等の客席に係る基準の創設

劇場等の客席には、客席数の区分に応じて定められた数以上の車椅子使用者用客席を設け
なければならないとする基準等が創設されました。

改正前
○基準なし。 ○400席以下の場合、２席以上設ける。

○401席以上の場合、0.5％以上設ける。

改正後
 

義務基準なし
車椅子
使用者用
客席数

義務基準

客席
総数

国の改正内容
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市の改正内容

４ 条例の改正（案）の内容

（１） 便所に係る基準（委任規定）の見直し
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○原則、各階に１箇所以上の不特定多数利用便所の
床の表面を、滑りにくい材料で仕上げる。

○原則、各階に１箇所以上の車椅子使用者用便房及び
便所の出入口の幅を80㎝以上とする。

※不特定多数利用便所及び車椅子使用者用便房の設置数については
政令及びそれに基づく告示等に従う。

改正後改正前
○建築物に１箇所以上の不特定多数利用便所
について
・床の表面は、滑りにくい材料で仕上げる。
・車椅子使用者用便房を設け、当該便房及
び便所の出入口の幅を80㎝以上とする。

 

政令の一部改正により車椅子使用者用便房等の設置基準が見直されたことから、その基準に
より設置される車椅子使用者用便房等についても、委任規定として本市が既に条例で定めてい
る出入口の幅等に関する条例の基準が適用されるよう改正を行います。

市の改正内容４ 条例の改正（案）の内容
（１） 便所に係る基準（委任規定）の見直し
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５ 施行規則の改正（案）の内容

（１） 便所に係る基準（自主規定）の見直し
（２） 駐車場に係る基準（自主規定）の見直し
（３） 劇場等の客席に係る基準（自主規定）の見直し

市の改正内容
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５ 施行規則の改正（案）の内容
（１） 便所に係る基準（自主規定）の見直し

○原則、各階に１箇所以上の利用者※１の利用に供する
便所※２の床の表面を、滑りにくい材料で仕上げる。

○原則、各階に１箇所以上車椅子使用者用便房を設け、
当該便房及び当該便房が設けられている便所について
・便房及び便所の出入口の幅を80㎝以上とする。
・車椅子使用者用便房内の便器は、腰掛式とし、手す
りを設ける。 etc.

※利用者の利用に供する便所及び車椅子使用者用便房の設置数に
ついては政令及びそれに基づく告示等に従う。

改正後改正前

○建築物に１箇所以上の利用者の利用に供する
便所について
・床の表面は、滑りにくい材料で仕上げる。
・車椅子使用者用便房を設け、当該便房及び便
所の出入口の幅を80㎝以上とする。

・車椅子使用者用便房内の便器は、腰掛式とし、
手すりを設ける。 etc.

 

政令と同様に、原則、各階に１箇所以上車椅子使用者用便房を設けることを求め、それらに
ついても、出入口の幅等に関する施行規則の基準が適用されるよう改正を行います。

市の改正内容

不特定多数利用便所

利用者の利用に供する便所

全ての便所
・従業員専用の便所
・管理者用の便所 など

・事務所の来客用の便所
・寮の共用部の便所 など

※１利用者︓公共的施設を利用し、サービス等の提供を
受ける者

※２条例では不特定多数利用便所（不特定かつ多数の者
又は高齢者、障害者等が利用する便所）に制限を定
めていますが、施行規則では施設の利用者の利用に
供する便所を対象にし、制限の対象を広げています。

・商業施設の客用の便所
・庁舎の来庁者用の便所
・老人ホームの利用者用の便所 など

【対象となる便所の例】
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５ 施行規則の改正（案）の内容
（２） 駐車場に係る基準（自主規定）の見直し

○200台以下の場合、２％以上設ける。
○201台以上の場合、１％＋２台以上設ける。

改正後 

義務基準

駐車
台数

車椅子
使用者用
駐車施設

駐車
台数

車椅子
使用者用
駐車施設

義務基準

改正前
○100台以下の場合、１台以上設ける。
○101台以上の場合、１％以上設ける。

特定の公共的施設に駐車場を設ける場合、駐車台数に応じて車椅子使用者用駐車施設を設
けることとする規定がありますが、政令の一部改正により車椅子使用者用駐車施設の設置基
準が見直されたことから、政令と同水準とするための改正を行います。

市の改正内容
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５ 施行規則の改正（案）の内容
（３） 劇場等の客席に係る基準（自主規定）の見直し

車椅子
使用者用
客席数

義務基準

客席
総数

車椅子
使用者用
客席数

義務基準

客席
総数

○400席以下の場合、２席以上を設ける。
○401席以上の場合、0.5％以上を設ける。

改正後
 

改正前
○500席以下の場合、２席以上を設ける。
○501席以上の場合、0.5％以上を設ける。

特定の公共的施設に固定式の客席又は観覧席を設ける場合、客席等の数に応じて車椅子使
用者用客席を設けることとする規定等がありますが、政令の一部改正により車椅子使用者用
客席の設置基準が創設されたため、政令と同水準とするための改正を行います。

市の改正内容
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６ 今後のスケジュール
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11月 12月 1月 2月 3月 6月

政令の一部改正の施行日と合わせて令和７年６月１日に改正条例及び改正施行規則を施行予定
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６ 今後のスケジュール
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川崎市福祉のまちづくり条例及び同条例施行
規則の一部改正についてご意見をお聞かせください。

川崎市では、全ての市民が住み慣れた地域社会において、安心して快適な生活を営み、積極的に社会参加を行い
ながら心豊かな生活を送ることのできるよう、川崎市福祉のまちづくり条例を定めています。
また、条例の施行に関し必要な事項を定めることを目的として、川崎市福祉のまちづくり条例施行規則を定めていま

す。
この度、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「バリアフリー法」という。）施行令の

一部改正に伴い、関係条例である川崎市福祉のまちづくり条例及び同条例施行規則の一部改正を行うことについ
て、市民の皆様からの御意見を募集します。

⇒ 中面に詳細を掲載しています。開いてご覧ください。

ー 市民の皆様からの御意見を募集します ー

1 意見募集期間
令和６(2024)年11月26日（火）〜12月25日（水）
※郵送は当日消印有効。持参は令和６年12月25日（水）の17時15分まで

2 閲覧場所
・ 川崎市ホームページ ・ 各区役所市政資料コーナー
・ かわさき情報プラザ（川崎市役所本庁舎２階）
・ まちづくり局指導部建築管理課（川崎市役所本庁舎18階）

3 意見提出方法
① 郵 送 〒210-8577 

川崎市川崎区宮本町１ 川崎市まちづくり局指導部建築管理課
② 持 参 まちづくり局指導部建築管理課（川崎市役所本庁舎18階）
③ ＦＡＸ ０４４－２００－３０８９（まちづくり局指導部建築管理課）
④ インターネット入力フォーム

インターネットで川崎市ホームページにアクセスし、パブリックコメントの専用
ページから、専用のフォームを使って所定の方法により送信してください。

4 問合せ先
川崎市まちづくり局指導部建築管理課
電話︓０４４－２００－３０１８ ＦＡＸ︓０４４－２００－３０８９

QR

政令の一部改正に伴い、条例及び施行規則の一部を改正することについて、
市民の皆様からの御意見を募集します。

川崎市では、 川崎市福祉のまちづくり条例（以下「条例」という。）及び同条例施行
規則（以下「施行規則」という。）において、バリアフリー法施行令（以下「政令」とい
う。）に基づくバリアフリー基準より高い水準の基準を定めています。
この度、政令の一部改正により、車椅子使用者用便房の設置数等に関する基準が強

化され、条例及び施行規則の基準を上回る箇所が生じました。政令の一部改正の施行
のタイミングに合わせ、車椅子使用者用便房の設置数等に関する条例及び施行規則の
基準を、政令の基準に合わせるために強化する改正を行います。

意見募集期間
令和６(2024)年11月26日（火）〜12月25日（水）

次について、御意見をお聞かせください。

川崎市福祉のまちづくり条例
普及啓発キャラクター

「ふくまっち」

QR御意見は
こちらから

※１ 意見書の書式は自由ですが、必ず「題名」、「氏名（法人又は団体の場合は、
名称 及び 代表者の氏名）」 及び「連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号、メー
ルアドレス又は住所）」を明記してください。

※２ 電話や来庁による口頭での御意見はお受けできませんので御了承ください。
※３ 御意見に対する個別の対応はいたしませんが、類似の内容を整理又は要約し

た上で、本市の考え方を整理した結果をホームページ等で公表します。

川崎市福祉のまちづくり条例及び
同条例施行規則の一部改正について
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• 条例では 、公共性の高い建築物において最低限必要な整備基準等を、建築確認申請での審査が必要
となるバリアフリー法に基づく委任規定として定め、実効性を担保しています。また、条例及び施行規則で
は、基準適合命令等の強制力はありませんが、地方自治法に基づく自主規定として、法のバリアフリー基準
より高い水準を定め、事前協議により、きめ細やかな指導をするなど、地域の特性や施設用途、規模、利用
者の特性を十分に把握しながら実情に合った柔軟な整備を進めていく制度を整えています。

2 こ の改正内容について（国の改正）リ ー 法 施 行 令バ リ ア フ

（３）駐車場に係る基準の見直し

（３）劇場等の客席に係る基準の創設

（２）便所に係る基準の見直し 3 の改正（案）の内容について条 例

4 の改正（案）の内容について施 行 規 則

（２）駐車場に係る基準（自主規定）の見直し

（３）劇場等の客席に係る基準（自主規定）の見直し

（１）便所に係る基準（自主規定）の見直し

（１）背景
• 今般、「トイレ」、「駐車場」及び「劇場等の客席」のバリアフリー化に対する社会的要請が高まっていることを

踏まえ、これらのバリアフリー基準について、見直し等が行われました。

• 不特定かつ多数の者又は高齢者、障害者等が利用する便所（以下「不特定多数利用便所」という。）を
設ける場合には、車椅子使用者用便房を建築物に１箇所以上設けなければならないとされていましたが、
原則、各階に１箇所以上設けなければならないとする改正等が行われました。

• 不特定かつ多数の者又は高齢者、障害者等が利用する駐車場を設ける場合には、車椅子使用者用駐車
施設を１台以上設けなければならないとされていましたが、駐車場に設ける駐車台数の区分に応じて定めら
れた数以上設けなければならないとする改正が行われました。

• 劇場等の客席には、客席数の区分に応じて定められた数以上の車椅子使用者用客席を設けなければなら
ないとする基準等が創設されました。

• 政令の一部改正により車椅子使用者用便房等の設置基準が見直されたことから、その基準により設置され
る車椅子使用者用便房等についても、委任規定として本市が既に条例で定めている出入口の幅等に関す
る条例の基準が適用されるよう改正を行います。

• 政令と同様に、原則、各階に１箇所以上車椅子使用者便房を設けることを求め、それらについても、出入
口の幅等に関する施行規則の基準が適用されるよう改正を行います。

• 特定の公共的施設に駐車場を設ける場合、駐車台数に応じて車椅子使用者用駐車施設を設けることとす
る規定がありますが、政令の一部改正により車椅子使用者用駐車施設の設置基準が見直されたことから、
政令と同水準とするための改正を行います。

• 特定の公共的施設に固定式の客席又は観覧席を設ける場合、客席等の数に応じて車椅子使用者用客
席を設けることとする規定等がありますが、政令の一部改正により車椅子使用者用客席の設置基準が創設
されたため、政令と同水準とするための改正を行います。

5 ケ ジ ュ ー ル今 後 の ス
• 令和６年１１月２６日〜１２月２５日 意見募集
• 令和７年２月 市議会へ改正条例議案提出（予定）
• ３月 改正条例・施行規則公布（予定）
• ６月１日 改正条例・施行規則施行（予定）

車椅子
使用者用
駐車施設

客席
総数

車椅子
使用者用
客席数

1 について条 例 及 び 施 行 規 則 の 概 要

駐車
台数

車椅子
使用者用
駐車施設

駐車
台数

義務基準

義務基準

義務基準なし

（１）便所に係る基準（委任規定）の見直し
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〇高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令 新旧対照表

後
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